
資料２ 下水道事業及び下水道財政の概要 



下水道事業の種類 

 下水道事業は、国交省所管の下水道法における「公共下水道」、「流域下水道」、「都市下水路」の３種類と、
下水道に類似するものとして、農林水産省所管の「農業集落排水事業」や環境省所管の「合併処理浄化槽
（特定地域生活排水処理施設）」、単独事業として「小規模集合排水処理施設」、「個別排水処理施設」などの
汚水処理施設がある。 
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事業数と職員数の推移 
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事業種類別・経営主体別事業数（平成25年度） 

(注) 区分の欄のうち、「公共」は公共下水道を、「特環」は特定環境保全公共下水道を、「特公」は特定公共下水道を、 
  「流域」は流域下水道を、「農集」は農業集落排水施設を、「漁集」は漁業集落排水施設を、 「林集」は林業集落排 
  水施設を、「簡排」は簡易排水施設を、「小排」は小規模集合排水処理施設を、「特排」は特定地域生活排水処理施 
  設を、「個別」は個別排水処理施設をそれぞれ略したものである。 

事業種類

経営主体

都道府県 4 21 3 42 10 1 0 0 0 0 0 81

指定都市 20 11 0 0 12 2 0 0 0 4 1 50

市 718 353 8 1 454 90 11 10 51 140 62 1,898

町村 430 362 0 0 441 78 15 16 29 131 83 1,585

一部事務組合等 16 6 0 3 0 0 0 0 0 1 0 26

計 1,188 753 11 46 917 171 26 26 80 276 146 3,640

計公共 特環 特公 流域 農集 漁集 林集 簡排 小排 特排 個別

（事業数） 
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汚水処理人口普及率の推移（人口規模別） 

○ 汚水処理人口普及率とは、総人口に対する各汚水処理施設（下水道、農業集落排水施設等、合併処理 
  浄化槽及びコミュニティ・プラント）の処理区域内人口等の割合を表したもの。 
○ ここ15年ほどで人口5万人未満の町村部の普及率は大幅に上昇。 
○ 近年は今後の人口減少の見通しや厳しい財政状況を背景に、普及率の上昇は緩やかなものとなっている。 

（年度） 
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（注）１．汚水処理人口普及率（%）＝（下水道、農業集落排水施設等、浄化槽及びコミュニティ・プラントの処理区域内人口等）÷総人口（住基人口）×100 
   ２．平成25年度末は、福島県において、東日本大震災の影響により調査不能な市町村があるため公表対象外としている。 
   ３．本資料は、農林水産省、国土交通省、環境省より公表された「平成２５年度末の汚水処理人口普及状況について」(平成26年9月)を参考としている。 
（参考）福島県の21年度末の普及率は、73.1% 
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(平成25年度末)

100万人以上 50～100万人 30～50万人 10～30万人 5～10万人 5万人未満 合計

2,897 1,172 1,611 3,128 1,844 1,966 12,619

2,882 1,091 1,482 2,754 1,521 1,486 11,216

12 17 41 193 264 1,134 1,661市町村数

処理人口(万人）

総人口（万人）

人口規模

0

10

20
（
％

汚水処理人口普及率

 全国平均：88.9%

下水道 9,714万人

(77.0%)
農集排等 356万人

(2.8%)
浄化槽 1,121万人

(8.9%)
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(0.2%)
計 11,216万人

(88.9%)
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汚水処理人口普及状況（人口規模別・汚水処理施設別・平成25年度） 

（注）１．総市町村数1,661の内訳は、市777、町713、村171（東京都区郡は市数に１市として含む） 
   ２．総人口、総処理人口は1万人未満を四捨五入した 
   ３．都市規模別の各汚水処理施設の普及率が0.5％未満の数値は表記していないため、合計値と内訳が一致しないことがある 
   ４．平成２５年度末は、福島県において、東日本大震災の影響により調査不能な市町村があるため、公表対象外としている 
   ５．下水道とは、公共下水道、特定公共下水道、特定環境保全公共下水道、流域下水道をいう 
     農集排等とは、農業集落排水施設、漁業集落排水施設、林業集落排水施設、簡易排水施設、小規模集合排水処理施設をいう 
     浄化槽とは、特定地域生活排水処理施設、個別排水処理施設、個人設置型浄化槽をいう 
   ６．本資料は、農林水産省、国土交通省、環境省より公表された「平成２５年度末の汚水処理人口普及状況について」(平成26年9月)を 
     参考としている 

○ 汚水処理人口普及率は８８.９％（平成25年度末現在）。 
○ 人口100万人以上の大都市部ではほぼ100％に達しているものの、人口5万人未満の町村部では 
  75.6％となっている。 
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汚水処理人口普及状況（都道府県別・平成25年度） 

○ 普及率が最も高いのは東京都の99.7％。普及率が最も低いのは徳島県の54.1％。 
○ 地理的条件や財政的な課題から普及率に差が生じている。 

（注）１．整備人口は四捨五入を行ったため、合計が合わないことがある。 
   ２．平成25年度末は、福島県において、東日本大震災の影響により調査不能な市町村があるため公表対象外としている。 
   ３．本資料は、農林水産省、国土交通省、環境省より公表された「平成２５年度末の汚水処理人口普及状況について」(平成26年9月)を 
     参考としている。 
（参考）福島県の21年度末の普及率は、73.1% 
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○汚水処理人口普及率                                           ＜現在の普及率＞ 
約８７％（平成22年度末）→ 約９５％（H28年度末）【社会資本整備重点計画(H24.8.31閣議決定)】      約８９％（H25末） 

（※岩手県､宮城県､福島県を除く） 
・農業集落排水処理人口普及率 

    約６８％（平成21年度）→ 約７６％（平成28年度）【土地改良長期計画(H24.3.30閣議決定)】      約８８％（H24末） 
・漁業集落排水処理人口普及率 
約４９％（平成21年度）→ 約６５％（平成28年度）【漁港漁場整備長期計画(H24.3.23閣議決定)】    約５７％（H24末） 

・浄化槽処理人口普及率 
       ９％（平成24年度見込み）→ １２％（平成29年度）【廃棄物処理施設整備計画(H25.5.31閣議決定)】 約 ９％（H25末） 
 
（参考）社会資本整備重点計画（平成24年8月31日閣議決定）（抜粋） 

○計画期間 平成24年度～平成28年度 
       ○計画内容（下水道整備事業関連） 

重点目標１ 大規模又は広域的な災害リスクを低減させる 
○下水管きょ等の衛生関連施設の耐震・液状化対策の促進 
○浸水被害の最小化のための下水道整備の推進 

 

重点目標３ 持続可能で活力ある国土・地域づくりを実現する 
○市街地や水質保全上重要な地域等における公衆衛生の向上や汚濁の著しい河

川・湖沼や閉鎖性海域における水質の改善。 

重点目標３ 持続可能で活力ある国土・地域づくりを実現する 
○下水汚泥のバイオマスを用いたエネルギー利用等による循環型社会の実現 
 

重点目標４ 社会資本の適確な維持管理・更新を行う 
○長寿命化計画の策定をはじめとした戦略的な維持管理・更新を行うこと

で、トータルコストの低減を図る。 

【汚水処理人口普及率】 
約87%(H22(※岩手県､宮城県､福島県を除く))→約95%(H28) 

【良質な水環境創出のための高度処理実施率】約33%(H23)→約43%(H28) 

【地震対策上重要な下水管渠における地震対策実施率】 

約34％(H23)→約70%(H28) 
【下水道による都市浸水対策達成率】約53%(H23)→約60%(H28) 

 

【下水汚泥エネルギー化率】約13％（H22）→約29％（H28） 
【下水道に係る温室効果ガス排出削減】 
約129万ｔ年（H21）→約246万ｔ／年（H28） 

【下水道施設の長寿命化計画策定率】約51%(H23)→約100%(H28) 

国における下水道の整備目標 
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地方財政の財源不足の状況 

 平成26年度は、地方税収入や地方交付税の原資となる国税収入が一定程度増加するとともに、国
の取組と歩調を合わせて歳出抑制を図ったが、社会保障関係費の自然増や公債費が高い水準で推
移することなどにより、10.6兆円の財源不足となり、地方財政計画の約12.7％に達する見込みとなっ
ている。 

（注）財源不足額及び補塡措置は、補正後の額である（平成26年度は当初） 
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…地方交付税の増額等 

…地方債の増発 

財源不足額 

凡例 ： 

地財計画総額（H24～26は通常収支分）
に対する財源不足額の割合 
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○ 地方財政は、26年度末見込で約200兆円もの巨額の借入金残高を抱えている。 

（参考）公営企業債残高（企業会計負担分）の状況 

年度 S55 S56 S57 S58 S59 S60 S61 S62 S63 H元 H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 

公営企業
債残高 12 13 14 15 16 16 17 18 18 19 20 21 22 24 25 26 28 29 30 31 32 33 33 33 33 32 32 31 30 30 29 28 27 26 25 

（単位：兆円） 

※１ 地方の借入金残高は、平成24年度は決算ベース、平成25年度は実績見込み、平成26年度は年度末見込み。 
※２ ＧＤＰは、平成24年度は実績値、平成25年度は実績見込み、平成26年度は政府見通しによる。 
※３ 表示未満は四捨五入をしている。 

地方財政の借入金残高の状況 
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近年の地方財政計画の歳出は、高齢化の進行等により社会保障関係費（一般行政経費に計上）が増加する一方で、 
行政改革等により、給与関係経費や投資的経費が減少していることから、全体としては抑制基調にある。 
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公債費 

投資的経費 

一般行政経費 

給与関係費 

歳出のピーク 

地方財政計画の歳出の推移 
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平成26年度地方財政計画（公営企業繰出金） 
（単位：億円、％） 

収益 資本 計 収益 資本 計 収益 資本 計 収益 資本 計

1  上　水　道 263 624 887 259 646 905 △ 4 22 18 △ 1.5 3.5 2.0

2  工業用水道 2 10 12 2 10 12 0 0 0 0.0 0.0 0.0

3  交　　　通 251 499 750 193 517 710 △ 58 18 △ 40 △ 23.1 3.6 △ 5.3

4  病　　　院 4,877 2,352 7,229 4,880 2,383 7,263 3 31 34 0.1 1.3 0.5

5  下　水　道 6,175 9,245 15,420 5,919 9,325 15,244 △ 256 80 △ 176 △ 4.1 0.9 △ 1.1

6  市　　　場 131 129 260 137 138 275 6 9 15 4.6 7.0 5.8

7 簡 易 水 道 180 260 440 181 263 444 1 3 4 0.6 1.2 0.9

8  駐　車　場 3 0 3 2 0 2 △ 1 0 △ 1 △ 33.3 － △ 33.3

9 港 湾 整 備 2 3 5 2 3 5 0 0 0 0.0 0.0 0.0

10  ごみ固形燃料発電 0 0 0 0 0 0 0 0 0 － － －

11  ガ　　　ス 0 2 2 0 1 1 0 △ 1 △ 1 － △ 50.0 △ 50.0

12 基礎年金拠出金 446 0 446 496 0 496 50 0 50 11.2 － 11.2

13
公営企業会計
制度改正対応

0 25 25 0 0 0 0 △ 25 △ 25 － 皆減 皆減

14 児 童 手 当 177 0 177 176 0 176 △ 1 0 △ 1 △ 0.6 － △ 0.6

15 臨特債償還等 22 75 97 21 58 79 △ 1 △ 17 △ 18 △ 4.5 △ 22.7 △ 18.6

12,529 13,224 25,753 12,268 13,344 25,612 △ 261 120 △ 141 △ 2.1 0.9 △ 0.5合　　　計

繰　　　　出　　　　金 対 前 年 度 比 較

区　　　分 平成２５年度 平成２６年度 増減額 増減率

11



第１次～第５次下水道財政研究会における費用負担の考え方

第１次財研（S36） 第２次財研(S41) 第３次財研(S48) 第４次財研(S54) 第５次財研(S60)

費 用 負 相殺論 １次委員会の考え ナショナルミニマム 国、地方公共団体及 国、地方公共団体、

担 の 基 雨水の利用者負担 方を継承 等の観点から、建設 び利用者の適正な負 使用者等の適切な費

本原則 分と汚水の公費負 ↓ 費公費、汚水に係る 担を行う。 用負担が必要

担分がほぼ同程度 汚水について公費 維持管理費私費の原

↓ の負担すべき部分 則 地方中小都市、農山 基本的に雨水公費汚

公費負担 の方が大であると 漁村等における下水 水私費とするが、汚

雨水排除および 考えられ、相殺で 三次処理経費は汚染 道普及率の着実な向 水分のうち一部を公

低湿地帯の滞水 きなくなっている。者負担を除き、原則 上を図るための財政 費負担とする。

の排除 ↓ として公費負担 措置の一層の拡充

公費で負担すべき 使用料が著しく高額

個人負担 部分が著しく増大 農山漁村及び自然環 になる等の事業があ

汚水およびし尿 境のための下水道に る場合、過渡的に使

の処理ならびに ついては、公費負担 用料対象の範囲を限

排除 部分はより大きい。 定することが適当

資本費 (比率)

汚水５：雨水５ 汚水３：雨水７

公費負担率 50% 70%以上 原則公費

考え方 雨水分 雨水分と相殺でき 汚水分含め資本費の

ない汚水分 すべて

維 持 管 汚水７：雨水３

理費

(公費負担) 30% 30% 雨水分 雨水分 雨水分

建 設 費 受益者負担金 受益者負担金 受益者負担金 受益者負担金 受益者負担金

内訳 1/5～ 1/3 1/5～ 1/3 ・末端管渠の整備と ・末端管渠整備費相 ・末端管渠整備費相

の関連及び負担金 当額を目途 当額を目途

額を明示すべき

国庫補助金 国庫補助金 国庫補助金 国庫補助金 国庫補助金

少なくとも 1/3 1/2 ・補助率を道路等の ・補助対象範囲の拡 ・対象範囲の見直し

基幹施設と同程度 大等 、補助率の維持等

の水準とすべき

地方負担 地方負担 地方債 地方債 地方債

以上の残余 以上の残余 ・充当率の引き上 ・充当率引き上げ等 ・地方単独事業に係

げ、交付税措置の 弾力的措置 る地方債のあり方

改善等 ・公的資金割合の引 ・資金の構成割合の

き上げ 向上

・償還期間の延長

下 水 道 第１次 第２次（第３次） 第４次 第５次 第６次

整 備 五 S38～ S42 S42～ S46 S51～ S55 S56～ S60 S61～ H2
箇 年 計 目標 16%→ 27% 目標 20%→ 33% 目標 23%→ 40% 目標 30%→ 44% 目標 36%→ 44%
画 達成 20% 達成 23% 達成 30% 達成 36% 達成 44%

特に明記なし

雨
水
公
費
汚
水
私
費

1
2



平 

成 

18 

年 

度 

～ 

公共下水道（狭義）以外 

平
成
17
年
度
ま
で 

雨 水 ７ 割 

公 費 

汚 水 ３ 割 

 ○ 下水道事業債元利償還金に対する地方財政措置 

  

うち７割を交付税措置 
  処理区域内人口密度（人／ha） 
   ２５未満     ・・・・・・・４９％（事業費補正：44％、単位費用5％） 

   ２５以上５０未満   ・・４２％ （事業費補正：37％、単位費用5％） 

   ５０以上７５未満   ・・３５％ （事業費補正：30％、単位費用5％）  
   ７５以上１００未満 ・・２８％ （事業費補正：23％、単位費用5％） 

   １００以上  ・・・・・・・・２１％ （事業費補正：16％、単位費用5％） 

うち７割を交付税措置 
 ４９％（事業費補正：４４％、単位費用：５％） 

うち約７割を交付税措置 
 ５０％（事業費補正：４５％、単位費用：５％） 

うち７割を交付税措置 
 ４２％（事業費補正：３７％、単位費用：５％） 

（使用料） 

（使用料） 

公共下水道 

公共下水道以外（集落排水施設等） 

公費部分について公営企業繰出金として
地方財政計画に計上 

合
流
式 

分
流
式 

公費 

公費 

雨 水 ６ 割 汚 水 ４ 割 

雨
水
1
割 

処理区域内人口密度25未満6割 

25以上50未満   5割 

100以上   2割 

50以上75未満  4割 

75以上     3割 
（使用料対象資本費） 

（使用料対象資本費） 

雨
水
1
割 

公費 

汚 水 ６割 （使用料対象資本費） 

合 計 ７ 割 

平成17年度研究会を踏まえた地財措置のあり方の見直し（平成18年度） 
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下水道事業に係る地方財政措置 （公共下水道以外） 
○流域下水道 ○特定地域生活排水処理施設

国庫補助金　　50％ 下水道事業債　30％ 下水道事業債
（地方負担額の60％） 2/3

下水道事業債　90％ 下水道事業債　100％

○地方交付税措置 （ 部分） ○地方交付税措置 （ 部分）

臨時措置分：　事業費補正分（100％）（補助事業のみ） 下水道事業債：　事業費補正分（44％）、単位費用算入分（5％）

下水道事業債：　事業費補正分（44％）、単位費用算入分（5％）

○特定環境保全公共下水道・農業集落排水施設・ ○個別排水処理施設・小規模集合排水処理施設
　 漁業集落排水施設・林業集落排水施設・簡易排水施設

下水道事業債
国庫補助金　　50％ 下水道事業債　　50％ （臨時措置分） 下水道事業債

70％
○地方交付税措置 （ 部分）

下水道事業債　100％ 臨時措置分：　事業費補正分（100％）

下水道事業債：　事業費補正分（44％）、単位費用算入分（5％）

○地方交付税措置 （ 部分）

下水道事業債：　事業費補正分（44％）、単位費用算入分（5％）

○特定公共下水道 ○個人設置型浄化槽（一般会計で設置管理）

国庫補助金 下水道事業債 企業負担等 個人負担 国庫補助金
4/9

企業負担　100％ 個人負担

○地方交付税措置 （ 部分） ○地方交付税措置 （ 部分）

下水道事業債：　事業費補正分（44％）、単位費用算入分（5％）

【
補
助

】

下水道事業債
（臨時措置分）20％

（地方負担額の40％）

3/9

【
補
助

】

国庫補助金
1/3

【
単
独

】

【
単
独

】
30％

【
単
独

】

10％

【
補
助

】
【
単
独

】

【
補
助

】
【
単
独

】

【
補
助

】
2/9

1/3

2/3

80%×乗率

【
単
独

】

6/10

6/10

市町村費

下水道事業債（臨時措置分）

（分担金 5％程度）

（分担金 10％程度）

（分担金 10％程度）

市町村費

県費補助

県費補助

＊乗率

都道府県 指定都市・一般市町村

財政力指数 乗率 財政力指数 乗率

0.8以上 → 0.2 0.8以上 → 0.5

0.5以上0.8未満 → 0.5以上0.8未満 →
「－8/3×財政力指数＋7/3」で得た数※ 「－5/3×財政力指数＋11/6」で得た数※

0.5未満 → 1.0 0.5未満 → 1.0
※小数点以下第3位を四捨五入
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  高資本費対策 

＜平成２６年度高資本費対策のイメージ＞ 

85%

さらに使用料で回収
を求める範囲

（高料金対策分）

使用料対象資本費 ／有収水量

95%

公費負担率

45
(全国平均)

67 
(×1.5)

135 
(×3.0)

（法適）

270 
(×6.0)

（非適）

80%
85%

さらに使用料で回収
を求める範囲

（高料金対策分）

使用料対象資本費 ／有収水量

95%

公費負担率

45
(全国平均)

67 
(×1.5)

135 
(×3.0)

（法適）

270 
(×6.0)

（非適）

80%

● 使用料単価による割落とし 
 ① 使用料単価が全国平均(137円)の1.5倍以上 
         ＝ 1.0（割落としナシ） 
 ② 使用料単価150円～全国平均の1.5倍 
         ＝ 0.73 ～ 1.0 
 ③ 使用料単価150円以下 
     ＝ 対象外 

算定対象資本費 
（公費措置分を除いた汚水資本費） 

［趣   旨］ 地理的条件や個別事情によって料金対象となる汚水資本費が高水準となる事業に対して、著 
                しく高くなる使用料を抑えるため、一定水準の使用料徴収を前提に資本費の一部を公費措置 。 
 
［対象事業］ 供用開始後３０年未満の下水道事業（特定公共下水道・流域下水道を除く。）のうち資本費・使   
               用料の要件を満たすもの 
                                          （有収水量１㎥当たり） 
   ・ 算定対象資本費                     全国平均(H26:５２円/㎥）以上  
   ・ 使用料                         １５０円/㎥ （月3,000円/20㎥）以上  
   
 
［繰出基準額］                     ×  公費負担率  ×  使用料単価による割落とし率 
 

繰出基準額のうち４５％を投資補正により交付税措置 
（公営企業法適用事業） （公営企業法を適用していない事業） 

 52    78       156                 312 

算定対象資本費のうち、 
全国平均を上回る分 

算定対象資本費 

高資本費対策の概要 
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【目的】 
 下水道の資本整備に係る世代間負担の公平を図る。 

【内容】 
 Ａ：建設中施設に係る元金 （供用開始前の施設にかかる企業債元金相当額に対する起債） 
 Ｂ：未利用施設の利子 （供用開始後の施設のうち未利用部分に係る企業債相当額に対する起債） 
 Ｃ：建設改良地方債の元金 （供用開始後の施設に係る元金償還金から当該施設の減価償却費相当額を差し引いた額に 
                     対する起債＜資本費平準化債（拡大分）・H16～＞） 
 
 

  なお、法非適事業については、次の算式により減価償却費を算出する。 
 

 （算式） 
  法非適事業の減価償却費＝当該事業における下水道事業債発行総額 ÷ Ａ × ０．９ 
    Ａ ： 下水道事業に係る施設の耐用年数（下水道事業（右記を除く）：45年、特定地域生活排水処理施設及び個別排水処理施設：28年） 
    0.9 ： 減価償却終了後の残存価格が取得価額の10％であることによる乗率 

資本費平準化債の概要 

利 
子 

平準化債に係る償還金 

利子 
減価償却費 

 

元
金
償
還
金 

Ａ 

 
元
金
償
還
金 

（据置期間）   ５      ７（供用開始）         ２２    ３０（本債の償還終了）               ５０ 年 

Ａ’ 

Ａ’ 

資本費平準化債 
発行可能額 

Ｂ 

Ｃ 

１５ 
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公費で負担すべき経費

（繰出基準） 
対象事業 対象経費 地方財政計画上の考え方 財政措置 

雨水処理に要する経費 
①維持管理費 

すべての下水道事業 
下水道施設の維持管理に要する経費 雨水分として対象経費の1.4割を計上 対象経費について普通交付税により措置 

（排水人口、排水面積に基づき密度補正） 

②資本費 
下水道施設の建設改良に要する経費 
【元利償還金】 

雨水分として合流式は対象経費の６割、

その他は１割を計上 対象経費に対する下水道事業債の充当（充当率100%）  
元利償還金に対して普通交付税により措置 
（合流式は42%、分流式は処理区域内人口密度に応じ

て21%～49%、その他は49%の事業費補正） 
分流式下水道等に要する経

費 合流式を除く下水道事業 
汚水公費分として分流式は処理区域内

人口密度に応じて対象経費の２～６割、

その他は６割計上 

流域下水道等の建設に要す

る経費 

①流域下水道事業 
②小規模集合排水処理施

設整備事業 
③個別排水処理施設整備

事業 

①～③の建設改良に要する経費 
【元利償還金】 

対象経費のうち、 
①40% ②、③30%について全額計上 
※ただし、繰り出しに代えて下水道事業

債（臨時措置分）の元利償還金に相当す

る額を計上 

対象経費に対する下水道事業債（臨時措置分）の充当 
①補助 充当率40% 100%の事業費補正 

 ②、③ 充当率30% 100%の事業費補正 

高資本費対策に要する経費 

・供用開始 30 年未満の下

水道事業（特定公共下水

道、流域下水道事業を除

く。） 
・資本費単価が全国平均以

上かつ使用料単価が

150円/㎥以上のもの 

 
当該団体の資本費単価と全国平均の

資本費単価との差額に当該団体の年

間有収水量を乗じて得た額（ただし、

使用料単価による割落としあり。） 

 
対象経費全額を計上 

 
対象経費について普通交付税により措置 
（45%の投資補正） 

高度処理に要する経費 
活性汚泥法又は標準散水

ろ床法より高度に下水を

処理する事業 

高度処理を実施することにより増加

する資本費及び維持管理費 
対象経費×一般排水比率 1/2×公費負担

率1/2 対象経費について特別交付税により措置 

地方公営企業法の適用に要

する経費 
法適用の準備を進める事

業 法適用の準備に要する経費 対象経費×1/2 対象経費について特別交付税により措置 

 ※この他、下水道事業債の償還金を後年度に繰り延べる措置として、資本費平準化債や下水道事業債（特別措置分）がある。 

（対象団体の資本費単価－全国平均資本費単価×乗率×有収水量×調整率 
※乗 率：段階に応じて定める乗率（0.8、0.85、0.95） 

   調整率：使用料単価／（全国平均使用料単価×1.5）※ただし、1を超える場合は1とする。 

（参考）下水道事業に対する地方財政措置一覧 
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